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父母の教育費負担を軽減し、子どもたちにゆきとどい
た教育を求める私学助成に関する請願 
 
 2020 年度、国は就学支援金制度を拡充し、年収 590
万円未満世帯に対し 39.6 万円の支援金制度とした。制
度拡充によって学費の滞納や、経済的理由による退学
者は全国的に大幅に減少した。多くの先進諸国が私立・
公立の区別なく高校までは「学費が完全無償」となって
いる。国の就学支援金制度の前進面はあるものの、「学
費の実質無償」にはまだまだ遠い状況にある。 
 こうした国の立ち遅れた実態に対し、都道府県では
国の制度を待たずに独自に支援制度を創設している。
関東では国の支援金制度（年収によって 39.6 万円から
11.8 万円）に上乗せすることで、東京都は年収 910 万
円未満世帯に 47.5 万円、神奈川県は年収によって 45.6
万円～19.3 万円、千葉県は 52.2 万円～24.1 万円、埼
玉県は学費全額、59.6 万円～37.8 万円、群馬県は 39.6
万円～16.5 万円、910 万円以上世帯にも 2.3 万円の授
業料補助を実現している。 
 茨城県と栃木県は入学金補助制度（茨城県では 2017
年から 19.6 万円～9.8 万円、栃木県では 2020 年度から
７～3.5 万円）はあるものの、国の就学支援金制度への
上乗せはない。春のはがき署名の中で「子どもたちが望
んだ学校に進学できるようにしてください」「親が学費
で苦しんでいるのが辛い」など多くの声が寄せられて
いる。 
 以上の立場から、下記の事項について請願する。 
 

記 
 
１ 私学への経常費助成を増額してほしい。とくに県
単独補助金について、幼稚園に対し増額してほしい。 

２ 幼稚園・認定こども園で豊かな教育と安全な見守
りができるように、１クラスの人数を 25人以下にす
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るための予算を増やしてほしい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  


